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専門と無関係な市民としての大学教員の言論は、学問の自由の行使といえるか

盛　永　悠　太
もり なが ゆう た

　　　目　次
序章 …………………………………………………………………………………… 63
　第１節　本稿の問題関心 ………………………………………………………… 63
　第２節　検討の素材 ……………………………………………………………… 63

第１章  AAUPの設立と２つの声明 ………………………………………………… 64
　第１節  AAUPの設立 ……………………………………………………………… 64
　第２節　1915年声明 ……………………………………………………………… 65
　第３節　1940年声明 ……………………………………………………………… 65
　第４節　Committee Aの調査事例と解釈の変化 ……………………………… 66
　　第１款　1915年声明の時代 …………………………………………………… 67
　　第２款　1940年声明公表後の時代 …………………………………………… 67

第２章　William Van Alstyneの議論 ……………………………………………… 68
　第１節　最高裁判例の展開 ……………………………………………………… 69
　第２節　Van Alstyneの主張 ……………………………………………………… 70
　第３節　学問の自由の膨張とその問題 ………………………………………… 70
　　第１款　学問の自由の意味内容の拡大 ……………………………………… 70
　　第２款　三つの問題 …………………………………………………………… 71
　第４節　1940年声明の再構成 …………………………………………………… 72

第３章　Robert Postの議論 ………………………………………………………… 72
　第１節　前提 ……………………………………………………………………… 72
　第２節　「学外言論（extramural speech）」 ………………………………… 73
　　第１款　批判対象 ……………………………………………………………… 74
　　第２款　正当化 ………………………………………………………………… 74



北大法政ジャーナル No.25　2018

62

　第３節 評価 ………………………………………………………………………… 76

第４章　Eric Barendtの議論………………………………………………………… 76
　第１節　議論の前提 ……………………………………………………………… 76
　　第１款　英国の学問の自由 …………………………………………………… 77
　　第２款　Barendtの問題関心 …………………………………………………… 77
　第２節　Postへの評価……………………………………………………………… 78
　第３節　Barendtの見解 …………………………………………………………… 79

終章 …………………………………………………………………………………… 80
　第１節　三者の議論について …………………………………………………… 80
　第２節　我が国への示唆 ………………………………………………………… 80
　第３節　今後の課題 ……………………………………………………………… 81



「学外言論（extramural speech）」と学問の自由

63

序章

第１節　本稿の問題関心

　近年大学教員が、自らの専門とは無関係な政治
的発言をしたことで大学当局から処分される事例
が相次いでいる。例えば判例では最判平成19・7・
13がある1。2015年には国立大学教育学部所属の教
員が講義中、学生に対して安保法制反対デモへの
参加を呼び掛ける等の政治的発言をしたことをき
っかけに停職処分がなされた2。
　日本国憲法23条は学問の自由を保障する。ここ
では大学教員の学問の自由に専門と無関係な発言
や行為、例えば政治的発言は含まれるか、が問題
となる3。
　この点ある論者は、学問研究が理論的で知的な
作業であることに照らせば、憲法23条の保障を受
ける学問研究にも、狭く考え過ぎるべきではない
が一定の枠があると論じる4。別の論者は、たと
え専門分野であっても「政治的行為とみられる活
動」や「社会一般を対象とする論稿の発表」は、
23条の保障を受けないと言う5,6。
　対照的なのは、高柳信一である。彼は真理探求
と思想の自由市場を結びつけ、学問の自由を「思
想の自由……等の市民的自由を教育研究機関の内
部に貫徹させるための自由」と捉え、学問の自由
と市民的自由の同質性を強調した7。このような考
えの下では、「教師研究者の政治的表現の自由と
学問の自由の垣根は相対化され」ることとなる8。
　いずれの立場を妥当とするにせよ、学問の自由
に専門外の政治的発言等が含まれる・含まれな
いことを説明する十分な理論的根拠が提示されな
くてはならない。しかし管見の限り、これまで我
が国では前述の問題が俎上に載せられたことはな
く、この問題を考える議論の蓄積に乏しい。

第２節　検討の素材

　そこで本稿は英米の学問の自由の議論に着目す
る。英米、特にアメリカでは学問の自由の提唱期
から現在まで、学問の自由と大学教員の一般市民
としての言論や活動の関係が重要な問題と考えら

れ、議論の対象となってきた。それらの議論は前
述の問題を考える上で、我が国へ重要な理論的示
唆を与えうるものである。また一連の議論は、ア
メリカの学問の自由を理解する上で重要であるに
も拘わらず、これまで我が国では十分省みられて
こなかった諸要素を明らかにする。
　本稿が導きの糸とするのは、アメリカの憲法学
者Robert C. Postの議論である。具体的には、「学
外言論（extramural speech）」または「学外表現
（extramural expression）」に関する彼の議論で
ある。Postによれば、これは「学者としての専門
的知識や所属機関のいずれにも無関係な市民とし
ての立場で教員団（faculty）によりなされた言論
であり、典型的には公的関心事についての言論」
を意味する9。Postはこれを学問の自由の一側面
とみなすべき、と主張するのである（以下Postに
倣い、大学教員の専門と無関係な発言や行為を、
「学外言論」と呼ぶ）。
　ところで上記のような主張はPostに限られな
い。周知の通り、アメリカには「二つの学問
の自由」が存在する。一つは全米大学教授協会
（American Association of University Professors: 
AAUP）がその声明（Declaration）で定式化し
た「専門家としての学問の自由（professional 
freedom）」、もう一つは連邦最高裁が定式化した
合衆国憲法修正一条に基づく「憲法的学問の自由
（constitutional freedom）」である10。Postはまさ
しくAAUPの定式化した学問の自由を自らの主張
の根拠としているのである11。実際、長年の歴史
を経てAAUPは学外言論を学問の自由の一要素と
みなすようになった。Postの主張はアメリカの学
問の自由の歴史に根ざしたものなのである。
　一方でアメリカのこうした伝統に疑問を投げか
ける見解も存在する。それが憲法学者William Van 
Alstyneの1970年代の議論である。Van Alstyne
は学問の自由の中に一般市民としての活動を含め
ることは、かえって学問の自由にとって有害であ
る、と主張した。
　以上の議論に着目したのが、メディア法・言論
の自由の研究者として我が国でも名高い英国の
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Eric Barendtである12。彼は学外言論は学問の自由
の行使とみなすべきかという観点から、英米の事
例や判例、そしてVan AlstyneとPostの見解を検
討した。最終的に彼はPostの見解の問題点を指摘
しつつ、学外言論が学問の自由にとっていかに重
要な問題であるかも明らかにした。彼は言論の自
由と学問の自由の違いについて、ある興味深い認
識を示している13。
　本稿では一連の議論を概観する。構成は以下の
通りである。
　まず第1章では、アメリカで学問の自由が提唱さ
れAAUPが設立された19世紀末まで遡る。そこか
ら1970年代までの間、AAUPが大学教員の市民と
しての活動をどう理解してきたかを多くの資料を
用いて描くと共に、これが学問の自由に密接に関
係するとみなされてきたことを明らかにしたい。
　続く第2章では、Van Alstyneの議論を扱う。
連邦最高裁が学問の自由に言及し始めた時代を描
きつつ、大学教員の一般市民としての活動と学
問の自由の関係はどうあるべきか、を論じたVan 
Alstyneの議論に迫る。
　第3章では、Postの議論を扱う。議論の背景と共
に、Postがどのように学外言論を学問の自由とし
て正当化したのかを明らかにする。その理論的示
唆と可能性についても一度ここで考えたい。
　第4章では、Barendtの議論を見る。Postの議論
への評価、そして先行学説を踏まえて彼が示唆し
たある帰結について扱う。一連の議論を踏まえ終
章では、英米の学外言論の議論が、我が国にいか
なる理論的示唆をもたらすかを考察する。併せて
今後の課題についても示したい。

第１章　AAUPの設立と2つの声明

　本章はアメリカの学問の自由の起源に遡り、以
下の点を明らかにする。まず19世紀末からAAUP
設立に至るまでの事情、本稿の議論の理解に不
可欠な前提知識（第1節）。次にAAUPの声明の
内容及び、大学教員の学外発言（extramural 
utterance）が学問の自由の一要素とみなされてい

たこと（第2・第3節）。最後に、このような解釈が
AAUPの活動を経て形成されたこと、である（第4
節）。

第１節　AAUPの設立

　理事会管理方式は、大学の自治の伝統を持たな
いアメリカの大学の最たる特徴であり、19世紀前
半においては彼の国の高等教育機関の一般的な管
理方式であった14。
　この点は19世紀後半のアメリカに、ドイツ的な
大学像と学問の自由の概念（特に教授の自由と大
学の自治）が輸入された後も変わらなかった。大
学院教育が導入され、カレッジが研究中心機関へ
と転換した後も、理事会管理方式は続く15。結果
としてアメリカの学問の自由概念は、ドイツとは
異なる方向で発展を遂げることとなる16。
　重要なのは、この時期大学教員たちの間に専門
職意識が芽生え、真理は既成のものではなく暫定
的な仮説に過ぎないと認識されたことである。既
成の観念や権威を疑い挑戦する自由の必要性が認
識され、学問研究では科学的手続きによる検証可
能性のみが基準とされるべきであり、それを十分
なし得るのは学者の専門的能力のみであると主張
されるようになった17。
　さて端的に言えば理事会管理方式とは、学外者
から成る理事会が財産管理、教職員の任免権、大
学の教育方針や学則、カリキュラム等の決定権を
握り、理事会に雇われた学長以下の管理職が大学
を管理運営し、教員団は従業員（employees）の
立場にある制度である18。
　これ自体には利点もある。例えば、学外の素人
の方が専門家よりも客観的に設置者意思・公的意
思を代理でき、専門家同士の利害対立を避けられ
る、というものである19。
　また理事会は、大学外部勢力の不当な圧力に対
して防波堤となり、学問の自由の擁護者となるこ
ともできるが、それはひとえに理事会の態度次第
である20。例えば、地域社会の人々や一般の人々
の見識と異なる見解を持つ大学教員がいたとき、
理事会構成員の価値観や既成の権威・体制的価値
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観と衝突する見解を持つ大学教員がいたとき21、
理事会がそのような大学教員を解雇する可能性も
ある。アメリカではまさしくこのようなとき、学
問の自由が問題となる。
　19世紀後半はまさにその典型であった。当時理
事会の多数を占めていたのは、科学と高等教育の
有用性に関心を持っていた実業家たちである22。
彼らは大学の管理を企業におけるそれと同様のも
のと捉えていた。故に、従業員（教員）が使用者
（理事会）の方針や政策・価値判断に同調せず批
判することは許されない。この場合理事会は容易
に教員を解雇でき、それは法的に許容された23。
AAUP設立の背景にあったのは、まさしく教員が
専門家として活動したことを理由に解雇される事
例の頻発である24。
　例えば1900年、Stanford大学経済学教授Edward 
Rossが自らの見解を理由に解雇され、計7人の教
授たちが解雇に抗議して辞任した。その内の一人
Arthur Lovejoyは、後にAAUPの設立と1915年声
明の起草に関わった人物である。
　1913年にはLafayetteカレッジ哲学教授John M. 
Mecklin追放事件が起こる。これに対して、全米
経済学会・社会学会・政治学会の合同委員会が設
立される。AAUPは1915年、合同委員会の作業を
引き継ぐ形で結成されたのであった。次節以下で
はAAUPの声明や実際の活動を見ていく。　

第２節　1915年声明

　 A A U P の 設 立 と 同 時 に 公 表 さ れ た の が 、
「学問の自由とテニュアの原則に関する1915
年声明（The 1915 Declaration of Principles on 
Academic Freedom and Tenure）」25、いわゆる
1915年声明である。この声明は、それ以前の事
件・それを巡る論争から生まれた原則の確認とい
う性格を持っていた26。
　1915年声明は以下の様に述べる。まず大学は、
探求の促進と知識の増進、学生への一般的な教育
の提供、そして一般社会の要求に応じた専門家の
養成、の三つの役割を持つ27。大学がこの役割を
果すには、教員の学問の自由の三要素を守る必要

がある。
　一つ目が探求と研究の自由。二つ目が教育の
自由。そして三つ目が「学外発言（extramural 
utterances）と行動の自由」28である（以下、「学
外発言」とする）。
　ここでは学外発言なるものが、研究の自由や教
育の自由と同列に語られている。このため1915年
声明は、大学教員の学外発言を学問の自由の一側
面とみなしているように見える。しかし別の箇所
では、以下のように当たり障りのない控えめな表
現に終始している。

「学外発言において、学者は軽率又は未証明又
は大げさな声明を避け、不謹慎又は扇情的な
表現方式を差し控える特有の（peculiar）義務
のもとにある。しかし……、それらの制約の下
で、学者たちが論争のある問題への自らの判断
の表明をするのを禁止すべき、又は大学の外で
の彼らの言論の自由が、彼ら自身の専門に含ま
れる問題に限られるべきことが望ましいとは考
えない。彼らが公衆の利益になると信じる組織
化された運動への活発な支援をすることが禁止
されるべきことが不適切なのは明らかである」29。

　上記一節では、なぜ学外発言が「学問の自由」
なのかは論じられておらず、歯切れの悪い印象さ
え受ける30。ここでは学者は専門以外の事柄も一
市民として自由に発言できるが軽率なことや不謹
慎なことを避けるべきである、と述べられている
に過ぎない。これはむしろ学者への注意喚起であ
ろう。既に十分に保護されている、とみなされた
ことから全く言及されなかった研究の自由31、逆
に具体的事例を交えて重要性が詳細に論じられた
教育の自由32と比べると、学外発言の記述は実に
控えめである。
　結局他日の検討に付されている辺り33、当時学
外発言は重要視されつつも、その概念すら不明確
であったことを窺わせる。
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第３節　1940年声明

　後に公表されたのが、「学問の自由とテニュア
の原則に関する1940年声明」（The 1940 Statement 
of Principles on Academic Freedom and Tenure）34

である。内容も1915年声明から洗練され、簡潔で
明確なものとなっている。1940年声明を筆頭に
AAUPの声明は多くの学術団体に承認されてい
る。しかし、その法的性格はあくまでソフト・ロ
ーに過ぎないことには注意を要する35。以下、声
明の内容を見ていこう。
　1940年声明は、高等教育機関は公共善のために
（for the common good）存在し、個々の教員や
大学全体の利益を推進するものではない、と述べ
る。公共善とは自由な真理の探求とその解明に依
存し、学問の自由とはそれらの目的に不可欠なも
のであり、教育と研究両方にあてはまるものと説
明する。次に声明は、学問の自由の内容を述べ
る。

「（a）教員は、他の学問的義務（academic 
duties）の適切な履行の下で、自由に研究とそ
の結果を公表する権利を有する…
（b）教員は教室内で担当科目を自由に議論す
る権利を有する、しかし担当科目と関係のない
論争の多い問題を教育へ持ち込まないよう注意
すべきである。大学の宗教や他の目的により学
問の自由へ制限が加えられるならば、教員の任
命の際大学は文書で明言すべきである。
（c）カレッジや大学の教員は市民であり、学識
のある専門職の一員であり、教育機関の職員で
ある。彼らが市民として発言する又は執筆する
際、大学の検閲又は懲戒から自由であるべきだ
が、共同体における彼らの特別な立場は特別な
義務を課す。学者及び教職員として、一般人が
大学教員の発言によってその職業（profession）
や大学を判断しても良いことを大学教員は覚え
ておくべきである。それゆえ彼らは常に正確で
あるべきであり、適切に自制すべきであり、他
者の意見への尊重を示すべきであり、彼らが大
学のために発言していないことを示すためのあ

らゆる努力をすべきである」36

　この（a）（b）（c）は、それぞれ1915年声明の内
容とほぼ同一である。（c）では教員が一般市民と
して発言してもよいが、その発言で市民が教員の
専門性や大学を判断しても良いと留保をつけてい
る。ここでは、市民としての発言（学外発言）で
大学教員の専門性（適格性）が問われる可能性が
示唆されている。
　また（a）や（b）とは異なり、（c）では一言
も学外発言をする権利又は自由という表現が使わ
れていない。学外発言は学問の自由の一部とされ
ているが、声明の内容を見ると、結局は学者へ注
意を促すことを目的にしているように見える。
　しかし次節で見るように1940年声明の学外発言
に関する記述は、具体的事例の中で解釈変更さ
れていく。その結実が1970年の「解釈コメント」
（The 1970 Interpretive Comments）での（c）
に関する説明である。解釈コメントは次のように
言う。

「支配原理とは、教員団の構成員の市民として
の意見表明は、それが明らかに教員団の構成員
の立場に不適格（unfitness）であることを示し
ていない限り、解雇の理由とすることはできな
いことである。学外での発言は教員団の構成員
の立場の適格性（fitness）にめったに関わらな
い」37。

　1940年声明では学外発言により大学教員の適格
性が問われる可能性が示唆されていたのに対し、
解釈コメントにおいては教員団の適格性に関わる
場合の方が例外とされたのである。1940年声明に
存在していた留保は実質的に取り除かれたのであ
る38。次節ではAAUPがこうした解釈を採用する
経緯を確認しよう。

第４節　Committee Aの調査事例と解釈の変化

　専門職の地位を擁護するため結成されたAAUP
は、その中心的な活動として学問の自由やテニュ
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ア39を巡る個々の具体的な事件についての調停斡
旋活動や調査活動を行っていく。そうした調査活
動を行い報告書を出したのが、常設の学問の自由
委員会（Committee on Academic Freedom and 
Academic Tenure）、通称Committee Aと呼ばれ
る組織である40。
　ただしAAUP自体の財政・人員の問題から活動
には限界があり、基本的に行われたのは調停活動
である。Committee Aが全面的な調査活動を行う
場合とは、調停に失敗した事例のうちのごく限ら
れたもののみであった、ということは注意すべき
である41。
　以下では、学者の学外発言にあたるとされ、
Commitee Aが調査した事例を三点紹介する。
これらを通して学外発言の解釈の変化を示した
い。以下では、事件毎に設けられた調査委員会と
Committee Aの解釈の両方を挙げるが、同趣旨の
部分は省略した。

第１款　1915年声明の時代

　1915年声明時点では、学外発言の内容は未だ不
明確なもので将来の検討課題とされていた。しか
しこの時期のある事件についてのCommittee A
の調査報告書を見ると、学外発言は学問の自由の
構成要素ではない、と理解されていた疑いすらあ
る。
　1921年Montana州立大学の法学教授Arthur 
Fisherが、州教育委員会により解雇される。解雇
のきっかけは、Fisher教授が超党派農民同盟と労
働者農民党が発行するNew Northwestという新聞
の編集者だったことである。このような活動に対
して、Montana州の新聞編集者や米国在郷軍人会
が教授としての職務に相応しくないと抗議を行っ
た。
　この事件においてCommittee Aは「学問の自由
はここでは直接の考慮のもとにはない」と述べ、
大学教員は合衆国の市民としての自らの関心と活
動を社会の中で自ら明かすことを期待されておら
ず、企業活動においてであれ、政党や新聞、教会
その他公益分野においてであれ外部の活動への関

与は個々の教員の良き判断に委ねられるべきであ
る、とした42。
　本件では明らかに学問の自由が直接の考慮対象
とはなっていない。学問の自由の構成要素のはず
の学外発言は、学問の自由と関係のないものとみ
なされている。
　
第２款　1940年声明公表後の時代

　ここでは1940年声明公表後の事例を見る。そこ
では1915年声明の時代とは異なり、学外発言は学
問の自由の不可欠の要素として解釈されていくこ
ととなる。

（1）George F. Parkerの事例

　1948年Indiana州Evansville College（当時）の
宗教・哲学助教授George F. Parkerが、Henry 
Wallaceの合衆国大統領選挙運動を積極的に支援し
たことで解雇された43。司祭でもあったParkerが
祈祷文を送ったことで辞職要求が起こり、College
側はParkerの行為がカレッジの行為とみなされ
地域社会からの支持と影響力を失うのを避けるた
め、彼を解雇した。
　AAUPの調査委員会は以下のように言う。すな
わち1940年声明は、教員団が市民としての権利を
保有していることを認めており、全ての政治活動
を禁じる内容ではない。Parkerは特定の政治家候
補への公然の支持の表明以上を行っていなかった
ため、適切な自制を示さなかったとまでは言えな
い。また、学外発言の自由は、研究・教育の自由
とは区別されるが同質の重要性を持つ。大学当局
が教員の市民的・政治的自由を規制することは、
研究・教育の場面で異端の思想を排除する端緒と
なり得る、と44。
　Committee Aは更に次のように言う。カレッ
ジ・大学の部局が、地域の支配的意見に反する政
治活動を抑圧することは、支配的意見の確立を支
持することを意味する。これにより大学は、特定
の集団や政党の見解の教化機関となってしまう。
地域の圧力に直面した大学が自由を擁護する役割
を放棄することは、政治的自由を制限する以上の
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意味を持つ、と45。

（2）Leo Kochの事例

　1940年声明は、学外発言をする際、教員が適切
な自制等を示す努力を要求している。この留保の
意味が問題となったのが、1960年Illinois大学で生
物学助教授だったLeo Kochの事例である46。
　当時Illinois大学の学生新聞がキャンパス内での
性的関係に関する記事を載せた。これに対して
Kochは学生新聞編集者の厳格な態度や宗教的厳格
主義を非難する投書を出し、大学総長はKochを非
難した。当該投書の内容・表現等が大学の信用に
有害であり、学者・専門家としての責任への違反
とされて、Kochは解雇された。
　AAUPの調査委員会（主宰はThomas I. Emerson）
は、声明のいう留保は忠告（hortatory）に過ぎ
ない、とした47。このような見解は当時珍しいも
のではなかった。例えば1956年のある報告書は、
大学教員が政治的見解等を所属機関や議会に説明
するのを拒否することは解雇の理由にはできず、
「無能力のため教育に不適当、学者としての客観
性又は誠実さの欠如、授業又は学者の評判の深刻
な悪用、目に余る個人的非行、政府に対する陰謀
へ故意に関与したことなどが証拠により明らかで
あることを理由にしてのみ正当化し得る」と主張
していた48。意見の不一致から当時のCommittee 
Aはこの立場を採らなかった49。しかし後の解釈コ
メントでは、この立場が採用されることとなる。

（3）Angela Davisの事例

　1969年California大学Los Angeles校（UCLA）
の哲学助教授だったAngela Davisの再任用が理
事会により拒否された50。共産主義政党への加盟
に加え、次のような公的発言が理由であった。ま
ず、社会の問題は社会主義によってのみ解決可能
であること。次に、「学問の自由は教授たちが実
社会に乱されず働く権利を保障するため使う無意
味な概念であり、象牙の塔を意味」すること。更
に、California大学は時代遅れの封建的な団体であ
る、と51。

　UCLA理事会は、これらの発言を、学問の自由
と相反するものであり、意図的な誤りも明白であ
る、とみなした。
　AAUPの調査委員会は、言葉の表現は適切な自
制に相反するとしたが、Davisの発言内容や共産主
義政党への参加は、解雇の理由にはならないとい
う52。調査委員会は、教員団の不適格（unfitness）
の判断について次のように言う。

「教員団の構成員の欠点は、……学生、同僚、
自らの学問や大学の役割への責任を果たすた
めの彼の能力又は意欲と一定の明確な関係を有
することを示さなくてはならない……学外言論
（extramural speech）の不快な特徴……はそれ
自体で不適格を立証しない。……そのため学外
発言（extramural utterances）を理由にした大
学の制裁は、たとえ専門家としての基準を満た
さないような発言であるとしても、学問の自由
への侵害になり得る」53。

　調査委員会は適格性の概念と専門家の自己規制
を結びつけ、学術的な基準と規範の中で専門家と
しての教員団は、専門家ではない理事会よりも優
れた適格性判断ができると論じた。理事会は、一
般人の感性を激怒させる行為に焦点を当てがちで
あるが、専門家としての業績に関連するものを過
小評価してしまう可能性がある54。すなわち、第
一に教員団の判断に留保される専門家としての適
性に関係していない限り、学外発言は処罰の理由
にできない、という論法である55。
　以上、学外発言への理解の変遷を見た。ここで
重要なのは二点である。第一に、声明では学外発
言をするとき、学者に適切な自制が求められてい
たこと。第二に、そのような解釈が変化し、学外
発言は教員の適格性に直接関わらないものとされ
たことである。そのような解釈の変化を支えたの
がCommittee Aの活動であった。
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第２章　William Van Alstyneの議論

　本章では憲法学者William Van Alstyne56の議論
を扱う。彼は1975年の論文57で、AAUPの学外発
言解釈に問題提起を行い、専門と無関係な大学教
員の発言や行為を学問の自由とみなすことは却っ
て有害となる、と論じる。以下では、まず当時の
最高裁判例（第1節）、次にVan Alstyneの議論の
全体像を概観する（第2節）。その後、彼の議論の
内容を詳細に見ていく（第3節・第4節）。

第１節　最高裁判例の展開

　1970年代は既に連邦最高裁において学問の自由
が言及されていた時期であった。以下ではいくつ
かの重要な判決を取り上げよう。

（1）Sweezy v. New Hampshire判決58

　1950年代のマッカーシズムの嵐はアメリカの大
学社会にも影響した。この時期議会では、州立
大学教員への思想信条・所属政党・忠誠心の調査
と、忠誠宣誓の要求が行われた。これらを拒否す
れば、教員は所属大学から追放された。1957年の
Sweezy v. New Hampshire判決でも、マルクス主
義経済学者のSweezyがNew Hampshire大学で行
った講演の内容と、彼の所属政党を調査すること
が問題となった。
　Warren法廷意見は修正一条に言及し、「とくに
学問共同体（academic community）における表
現又は出版の自由、政治的結社の自由、及び意見
伝達の自由」への調査には慎重な規定を設ける必
要があり、本件では「……学問の自由と政治的表
現の自由の領域」にあるSweezyの自由に対する侵
害を認めた59。
　更にFrankfurter同意意見は本件を修正一条違反
とした後、以下のように述べる。

「大学の役目とは推論、実験、そして創造に最
も貢献する環境を提供することである。それは
大学の『四つの本質的自由』―誰が教えるか、
何が教えられるか、いかにそれが教えられる

か、誰が学習を認められるか、を学問的な根拠
に基いて自ら決定すること―が広く普及してい
る環境」である、と60。

　Sweezy判決は、定義こそされていないものの
連邦最高裁が修正一条との関係で学問の自由に言
及した、という点で重要な判決である。この流れ
は、その後の判決でも続く。

（2）Keyishian v. Board of Regents判決61

　この事件では、破壊活動に関与する者を州の機
関等に雇用することを拒否するNew York州法の
違憲性が問題となった。Brennan法廷意見は次の
ように述べた。

「我々の国家は学問の自由の保護に重大な責任
がある（deeply committed to）。学問の自由は
我々の全てに超然とした価値であり、単に教員
に関わるものではない。それゆえその自由は修
正一条の特別の関心であり、教室に正統性の覆
いをかけるいかなる法も許容しない……教室は
特別な『思想の自由市場』である」62。

　
　Sweezy判決同様、学問の自由を修正一条と結び
つける内容である。ここでは学問の自由が「修正
一条の特別の関心」とされている。しかし学問の
自由はやはり定義されていない。
　一連の判決で連邦最高裁が想定している学問の
自由とは、修正一条の表現の自由の一環としての
自由に過ぎない63。それは大学教員や大学に、言
論の自由や結社の自由の保障の下では認められな
い、固有かつ強固な憲法上の権利を認めるもので
はなかった。

（3）公務員の言論に関する判例

　当時連邦最高裁は、公務員の市民としての言論
についても判断を下していた。まずPickering v. 
Board of Education判決64は、公務員の市民として
の公的関心事（matters of public concern）に関
する言論と、単なる個人的な利益の問題での言論
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を区別し、修正一条は前者を保護するとした。
　次に1972年のPerry v. Sinderman判決65は、修
正一条に保護される政治活動を理由に公立大学教
員の契約を更新しないことは、修正一条及び修正
十四条違反とみなした。州立大学の教員を含め、
公務員の市民としての言論や活動への保護は当時
拡大していたのである66。

第２節　Van Alstyneの主張

　Van Alstyneはグレシャムの法則を引き合いに
出し、言葉の誤った取扱いは正しい取扱いを駆逐
してしまう、という。そしてレトリックの誇張は
本来の意味の低下をもたらす。彼によれば、「学
問の自由の適切な一般理論は全く存在せず、一般
に説かれているものはグレシャムの法則の意図せ
ぬ典型的な実例である」という67。そして、学問
の自由の意味内容の拡大が以下の三つの問題をも
たらしたのである。
　第一に、個人の職業（vocation）に関わらない
普遍的な市民的自由としての言論の自由と、学問
の自由との相違を曖昧にしてきた我々の純然たる
成功が、真正の学問の自由の主張を裁判所が認め
ることを困難にした問題。
　第二に、学問の自由の主張の過度の一般化が、
その恩恵を受けない学者以外の人々からの疎外を
もたらしている問題。
　第三に、言論の自由ではなく学問の自由を当て
にしてきたことで、学者たち（academics）に普
通の人が行使するものと比べて異常な言論の自由
を与える見解を論理的に認めてしまっている問
題。
　以上を踏まえVan Alstyneは、専門家である学
者の市民としての自由と学問の自由の両者の間の
相違を真正面から認めるべきである、と主張す
る。なお相違とは、学問の自由の一般理論と特殊
理論ではない。個人の職業に関わりのない市民の
政治的表現の自由（一般理論）と、一定の制約が
適用される学問の自由（特殊理論）の違いであ
る68。この点については、以下で敷衍する。

　Van Alstyneは学問の自由を以下のように説明
する69。すなわち、学問の自由とは、専門家倫理
への違反の場合を除き、「職務上の危険性やその
他の制裁の脅威なく、専門家の関心の対象の調
査、研究、教育、公表を追求する個人の自由」で
ある。
　学問の自由を他とは別個の（distinct）自由とす
るのは、「研究に関する職業上の特別で限定的な
責任」である。ここでの責任とは、大学や社会の
経済的利益、正しい考えや社会に建設的な理論で
はなく、単に「信託された専門家としての誠実さ
（integrity）の基準」である。
　学問の自由の主張は、誠実な公表や合理的な注
意など専門家としての倫理基準に照らして、研究
や発言の責任を考慮する70。しかしこうした基準
は、学者の学術的責任や職務関連責任と関連した
ものであり、学者が他の市民と同じ条件で有する
一般の言論の自由や政治活動の自由を抑圧するた
めには使えない71。
　学者は一般の雇用関係のような制約の下にはな
い点で制約は少ない、しかし専門家としての誠
実さの基準の下にあるという点では一般にはない
制約に服する。つまり、不正や盗作を行い、誠
実さの基準に違反すれば解雇されてしまう。大
学教員は学問の自由という条件付きの特権（the 
contingent privilege）の中にいる72。

第３節　学問の自由の膨張とその問題

　本節では、より詳細にVan Alstyneの議論を確
認する。各款ではそれぞれ、AAUPによる学問
の自由の拡張（第1款）、それにより生じた問題と
Van Alstyneの提案（第2款）を扱う。

第１款　学問の自由の意味内容の拡大

　学者たち（academicians）が自らの専門家とし
ての批判的役割を果すため必要なもの、これが
学問の自由である。しかしこの論理が、専門との
関係を問わず、市民的自由の領域に押し寄せてい
く。例えば、政治活動、公的集会への参加、社会
問題へ市民として個人的見解を表明をしたことで
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教員が大学から解雇されたとき、彼らを守るのが
学問の自由である、とされた。
　こうして学問の自由という言葉は、専門家とし
ての試みの保護から離れ、一般の市民的自由特
に政治的表現の自由との同義性を帯びていく。専
門と無関係な（aprofessional）政治的自由の保護
が、学問の自由の一部として論じられていく。そ
れをもたらしたのが、専門と無関係な政治活動を
理由に大学教員を解雇することを、教員の「学問
の自由」違反としてきたAAUPの活動である。以
上が、Van Alstyneの見立てである73。

第２款　三つの問題

　しかしこうしたAAUPの活動は学者たちにとっ
て有益どころか、次の三つの問題をもたらした。

（1）第一の問題

　第一の問題は、一般の人々が学問の自由を認め
なくなってしまうことである74。
　専門と無関係な政治活動に関しても学問の自由
を主張することは、教授陣が自らを非凡なエリ
ートとみなす信念に実効性を与えてしまう。例え
ば、自らの専門と無関係な政治活動を、通常の市
民的自由ではなく、学問の自由の一部又は特別な
学問の自由であり、そうした行為には特別な社会
的利益がある、という主張が生じる75。
　本来市民が一般に受け入れられない見解を表明
したり、政治問題について発言することは、その
雇用主との対立の可能性をもたらす。しかし上記
の主張の類は、学者の政治活動は学問の自由と同
等の社会的利益があるため許される、と言うに等
しい。
　このような誤った主張は、学問の自由本来の重
要性を曖昧にし、真正の問題が明白かつ紛れもな
く関わっているときでさえ、一般の無関心を生じ
させてしまう。

（2）第二の問題

　第二の問題は、裁判所に対し学問の自由を、修
正一条の独立した明確な権利として認めさせるの

を困難にしたことである76。
　例えば、結社の自由と学問の自由はどちらも修
正一条に明記されていない。しかし連邦最高裁で
の両者の扱いには差がある。前者は修正一条の別
個の明確な権利とされたが77、後者はそうではな
い。
　この点、確かに学問の自由に言及した判決は存
在する78。しかし内容を見れば、実態は明らかで
ある。例えばKeishian判決は学問の自由を修正一
条の「特別の関心」と述べた。あるいはGriswold 
v. Connecticut判決は「言論の自由と出版の自由
の権利は……探求する権利、思想の自由、そして
教育の自由……実際大学社会全体の自由……を含
む」と述べている79。
　結局の所、判例において学問の自由は修正一条
の別個の権利ではない。その要因は、中核的根拠
の限度を超えて学問の自由を拡大し続け80、「学
問の自由とより普遍的な権利としての言論の自由
との違い」を曖昧にしてきたため、である81。

（3）第三の問題

　第三の問題は、大学教員の市民的自由の行使へ
の規律の拡大である82。
　前述のように1970年代は、公務員の一市民とし
ての言論への法的保護が拡大していた時期であ
る。Van Alstyneはこうした公務員の言論等への
保護を警戒する。なぜならそれは、言論の自由の
行使を理由とした雇用主からの報復の脅威の拡大
を意味するためである。
　学者の市民としての活動が、実際的な理由
（practical reason）から学問の自由の一部とし
て扱われている。一市民としての政治活動が学問
の自由と結びつくことに、大学の雇用主が関心を
持つようになる。こうして、学問の自由に学者の
政治活動を含めることは、そうした政治活動にも
学問の自由と同等の高度な基準（例えば専門家と
しての基準）を課すべきである、という論理を導
く。学者の政治活動は一般市民よりも厳格な基準
で規律されることとなり、大学側は容易に教員を
攻撃できるようになる。
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　ここに至って、学者たちは通常よりも重い雇
用上の責任を負う。学者たちの市民的自由の訴
えは、他者のそれよりも社会にとって重要であ
るという主張の見返りに、学者たちにはノブリ
ス・オブリージュの特権が課されることとなる。
Van Alstyneによれば、その最たるものこそが
Committee Aの報告書である。

（4）提案

　以上の三つの問題を踏まえ、Van Alstyneは次
の提案をする。すなわち、学問の自由は修正一
条の自由の特別な一部である。しかし（言論の
自由と関わることもある）専門と無関係な研究
（pursuits）に一律には有効ではなく、他の市民的
自由と区別されるものと認めるべきである、と83。
　これにより言論の自由の主張ができない場合
も、学問の自由を考慮することが可能となる。し
かし学問の自由の主張が失敗、又は不可能なとき
はそれを認めるべきである。例えば、明らかに専
門家として不適切な行為を行った際、学問の自由
を主張して「学問の自由の特別な責任」から逃れ
てはならない84。
　いずれにせよ上記の提案により、第三の問題の
ように大学が一般市民としての教員の行為に、専
門家としての注意深さや厳格さの基準を用いて審
査することは防がれる85。しかしながら、この提
案の達成にはある障害が存在する。その障害こ
そ、1940年声明であった。

第４節　1940年声明の再構成

　Van Alstyneは次のように言う。1940年声明の
（c）項目が、単に学界の精神や良識を述べた専
門家としての目標ならば賞賛すべきである。しか
しこれが専門と無関係な発言にも、専門家として
の行為に期待されるのと同等の正確さや自制を要
求し、これの欠如を理由に教員に対する大学の調
査・解雇を促すものならば、「根本的に学者の平
等な市民的自由にとって不当であり、改訂の必要
がある」86。
　そしてAAUPが行ってきた解釈は、学者の市

民的自由にとって不当な解釈であった。これが顕
著なのが、Leo Kochの事件である87。AAUPの特
別調査委員会は、声明の該当箇所を説諭として理
解し、「『学者の責任』の基準は懲戒、解雇又は
他の職務上の規律の正当な根拠ではない」と述べ
た88。一方Committee Aはこの立場を採らなかっ
た。曰く、調査委員会の見解には、「Committee 
Aの1940年声明、当該文書とその『解釈』の立法
史の理解に照らして、当委員会は……同意しな
い」89。
　Van AlstyneはCommittee Aのこの態度を、教員
団の学外発言を当局が規律する正統性（legitimacy）
を認めるものである、と批判する90。
　後の解釈コメントで、声明の解釈はKoch事件調
査委員会のそれとなる91。しかしVan Alstyneはこ
ちらの解釈も未だ批判の対象になるという。なぜ
なら学問の自由が主張されない事例や、教員が問
題ある個人的活動をしていた事例で、大学の調査
ができると基準を明確化してしまえば容易に対策
できてしまうためである92。
　そのためVan Alstyneは次の二点の明確化を要
請する。第一に、市民としての発言を誠実に行っ
た、と大学に応答する必要はないこと。第二に、
仮に言論の自由の乱用が疑われた場合、その是正
や制裁は適切かつ安全とみなされる法の規定に委
ねられるべきであって、通常大学に教員の発言へ
の責任は及ばないこと、である93,94。
　以上、Van Alstyneの議論を概観した。次章以
降では、彼とは異なりAAUPの確立した伝統を肯
定的に評価し、学外言論を定式化したPostの議論
を見る。

第３章　Robert Postの議論

　本章では、修正一条及び学問の自由研究の泰斗
である憲法学者Robert C. Post95の議論を検討す
る。学問の自由に関するPostの議論は既に我が国
でも紹介されている96。もっとも本稿では学外言
論（extramural speech）の議論に焦点を絞る。
　本章では、まず彼の議論の前提を確認し（第1
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節）、実際に彼の議論を見た後（第2節）、彼の議論
の特徴を検討したい（第3節）。

第１節　前提

　ここでは（1）2000年代以降までの憲法判例の展
開、（2）当時の大学社会の問題、（3）Postの議
論の前提の三点を確認する。

（1）憲法判例

　1970年代以降、最高裁は修正一条に基づく憲法
的学問の自由を発展させていく97。しかし、ここ
ではその全てを明らかにすることはできないた
め、その概略を示すのみとする。
　結論から言えば、憲法的学問の自由の大半が大
学が行使する学問の自由である98。しかし憲法的
学問の自由は未だ不明確なものである。すなわ
ち、AAUPのそれは明確に個人の行使するもので
ある一方、憲法的学問の自由は完全に大学が行使
するものなのか、又は個人の自由が入る余地があ
るかが、曖昧である99。
　ところで学外言論との関連では、公務員の言論
法理の展開も重要である。既に見たPickering判決
は公的関心事に関する公務員の言論を保護した100。
1983年のConnick v. Myers判決もこの流れを踏襲
している101。
　もっともPickering-Connick判決の射程はあく
までも「公務員」の「公的関心事に関する言論」
に及ぶものであった。そのため公的関心事に関す
る、公立大学教員の言論は保護されたとしても、
私立大学教員のそれは保護されない可能性があっ
た102。
　更に厄介なことに、2006年のGarcetti v. Ceballos
判決103は、Pickering-Connick基準を転換する。こ
の判決で重要なのは、法廷意見がPickering事件
の判断枠組みを示しつつ次のように述べたことで
ある。すなわち、公務員の職務義務に従った言論
は、一市民として発言したものとは言えない、
と104。従って、職務義務に従って行われた言論は
修正一条によって保護されない105。Garcetti判決
は、大学教員が職務上の行為として行う教室での

講義に対する保護を否定する可能性もある106。

（2）大学社会での問題

　9/11同時多発テロやイラク戦争後のアメリカで
は、大学教員が政治的発言をしたことが問題とな
る事例が生じていた。Postも自らの議論の中でそ
うした事例に言及している107。
　例えば、2003年にSouth Florida大学の工学部計
算機科学教授Sami Al-Arianは反イスラエル、親パ
レスチナ的な見解を述べたことで抗議を受け、解
雇された108。
　あるいはColorado大学民俗学教授Ward Churchill
は9/11直後、事件の原因がアメリカ政府にあり、
犠牲者は「小さなアイヒマン」である、と述べ
た。後にこれが問題となりChurchillへの抗議が
起こり、2006年Colorado大学はChurchillの研究
に不正行為があったと判断した。2007年理事会は
Churchillを解雇した109。
　より興味深いのは、Postは自らの主張の根拠
に、特に9/11以降積極的にアメリカの外交政策を
論じてきた言語学者Noam Chomskyを挙げている
ことである。

（3）Postの議論の前提

　第一次世界大戦時、アメリカの大学教授たちは
国家への忠誠を迫られた。その際、国家を批判し
たことで生じる影響から学者たち（scholars）を
保護したのが学問の自由であり、それは今日の状
況でも変わらない110。
　本来学問の自由は、雇用主が教員団へ解雇権を
行使することを制限するもの、いわば雇用関係
の再定義だった。もっとも現在そのことは忘却さ
れ、学問の自由は修正一条モデルから概念化され
ている111。
　しかしこの概念化には、「大学内での教員団の
義務と責任の基本構造」を説明できず「学術的な
専門家に不可欠な独特の自由」を擁護できない、
という問題がある。それゆえ最初の原理、すなわ
ちAAUPの声明に戻る必要がある112。
　PostがAAUPの声明を参照するのは、それが現
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代の教員団の保護にも有用なためである113。Post
がAAUPの学問の自由の中核的原理として読み取
ったのもの、それは制度としての大学の目的と教
員団のプロフェショナリズムである114。
　
第２節　「学外言論（extramural speech）」

　既に触れたが、Postは学外言論を次のように定
義する。すなわち、「学者としての専門知識又は
所属機関のいずれにも無関係な、市民としての立
場で教員団によりなされる言論」であり、「典型
的には公的関心事についての言論」である115。例
えば、ベトナム戦争反対のために国旗や徴兵カー
ドを燃やすことである116。この定義は、言論がな
された場所ではなく内容に着目したものである117。
　Postは学外言論は学問の自由の一側面として保
護されるべきである、と主張する。以下、議論の
流れに沿って、彼の主張を見ていこう。

第１款　批判対象

　Postは自らの批判対象として、学外言論を学問の
自由とみなさない見解を挙げる。そこで挙げられて
いるのは、1915年声明の起草者Arthur Lovejoy、学
問の自由の擁護者として名高いHarvard大学総長
Abbott Lawrence Lowellである118。
　例えば、Lovejoyは次のように述べる。
　

「……教員は、大学の外で……通常の政治的自
由や個人の自由を行使したため、解雇や他の方
法で罰せられる。そうした管理上の行為が学問
の自由の精神に反する一方、それは第一に通常
の市民的自由の否定を目的とした……特殊な事
例である」119。

　より明確なのはLowellの次の指摘である。

「自らの教授職の分野の外側にある問題につい
て、彼の見解を制約なく表明する教授の権利」
は「その真の意味での学問の自由の問題ではな
く、市民の個人的自由の問題である。それは、
教授がその職を有し、彼を大学の一員とさせる

分野（the subject）での研究と教育の自由に関
係がない。例えばある人が天文学の教授職を持
つという事実は、彼に保護関税についての並外
れた知識を与えず、それについて意見を言う特
別な権利も与えない。彼が権威を持たない分野
について発言する権利は、単なる普通の人とし
ての権利であって、問題は彼を教授として雇う
ことにより大学又はカレッジは彼の市民として
の自由を制約する権利を獲得しているかどうか
である」120。

　Lovejoyは暗に、Lowellは明快に、学外言論を
学問の自由としてではなく、通常の市民的自由の
行使とみなしている。しかしPostは彼らの見解に
は説得力がないという121。それは次の理由のため
である。
　まず市民は典型的には私的な権力に対してでは
なく、政府の制裁に対する市民的自由を保有す
る。このため、特別の制定法上の保護がなけれ
ば、裁判所は私的雇用関係に表現の自由の保障を
適用したがらない。契約上の保護がなければ、大
学教員の大多数は雇用主に対して、学外言論の自
由を主張できない。
　公立大学教員の場合、前述のPickering判決や
Connick 判決により、特定の学外言論は修正一
条に保護される余地がある。しかしGarcetti判決
でその権利の射程はかなり狭まっている。その
保護を「専門家としての解釈（the profession’s 
understanding）」、すなわち専門家としての学問
の自由と混同すべきではない。このため学外言論
の正当化根拠は、憲法上の権利からは明白に生じ
ない122。
　すなわち、市民的自由の観点で学外言論を保護
することは、公立大学教員のみを限られた範囲で
しか守らない、というのがPostの認識である123。
それではPostはどのような論理で、学外言論を学
問の自由として正当化するのか。

第２款　正当化

　Postは、学外言論を学問の自由として正当化す
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る三つの分析の筋道があると主張する。以下、順
に見ていこう。

（1）第一の分析

　第一に、ある学者の適性内にある言論と適性外
の言論を区別するため、教員団の専門的知識に
人為的な制限を設けることは、困難かつ危険なこ
と、である124。
　ここでPostはNoam Chomskyを想起せよとい
う。Chomskyは言語学者であるが、アメリカ
の外交政策についても著作を書き続けている。
Chomskyの研究の自由が偶々専門であった言語学
にのみ及ぶと主張することは、彼の学問上の関心
の成長と拡大を不必要に禁止する。Chomskyの公
刊物（publications）の学術的な活動意欲と形式
が、彼の学外言論を研究の自由の一側面として保
護することを正当化する125。
　第一の分析とは、学者の市民としての発言と、
専門家としての発言を分けるのは困難である、と
いう論理である。しかしここで概念上の問題が生
じる。研究の自由との内在的な関連で正当化する
試みは、研究の自由と学外言論を完全に区別でき
なくし、学外言論というカテゴリー自体を無用と
する。
　また研究の自由に適した表現は、「制約のな
い、活発で、そして広く開かれ」126ていることを特
徴とする公的討議における言論とは異なる。しか
し上記の立場は、学外言論に対して専門家として
の注意や厳格さの基準を課すべきという帰結を導
く127。Postによると、1940年声明はまさしくそう
した考えに立っている、という128。
　Postは上記の問題に対し、特定の事例において
困難な可能性はあるが、「我々には学者の専門的
知識を表明する言論とそうでない言論との間を区
別する能力が完全にないわけではない」と述べ
る129。当然、全ての学外言論が研究の自由に関連
しているわけではない。例えば、天文学者が関税
について語る場合、発言内容が専門と関連してい
ないことは明白である。いずれにせよ、第一の分
析による正当化の欠陥が、次の第二の分析を導く

こととなる。

（2）第二の分析

　第二に、高等教育機関とその内部の教員団の実
際の状況に焦点を当てること、である130。
　例えば、教員団の言論が寄付者・理事・州の立
法機関等の大学の利害関係者を激怒させた、とす
る。そこには三つ問題がある。第一に、大学の信
用や今後の支援を守るため、大学やカレッジが政
治的な意見を述べた教授を罰する可能性がある。
第二に、一般人から見れば、大学やカレッジはそ
の教員団の表現に責任を持つように見える。第三
に、大学の支援者が教員団の言論に激怒するリス
クは、教員の専門に関するものであろうと、学外
言論であろうと変わらない131。
　本来学問の自由は、高等教育機関に対し、研究
によって生じた教員への圧力に抵抗することを要
求する。学外言論の場合はどうか。支援者層は、
研究と無関係な発言を大学が規制すべき、と主張
するかもしれない。
　故に、大学は学者の専門的知識（academic 
expertise）との関係に拘わらず、教員団の表現へ
の責任を認めるのを拒否すべきである。そうすれ
ば高等教育機関は研究の自由を保護する能力をよ
り強固にできる132。すなわち、「学外表現の自由
は、研究の自由を保護しなくてはならない大学の
制度的脆弱性を最小限にする良き戦略として擁護
され得る」133。
　つまりこういうことである。大学図書館がプト
レマイオスの著書を所蔵しているため大学は天動
説に立っている、とはならない。図書館内に収蔵
する書籍の対立に、大学は責任を持たない。同様
に、偶々工学部の教授が親パレスチナ的であるこ
とは、大学もそうであることにはならない。大学
は教員同士の政治的主張の対立に責任を持たな
い134。
　もっとも第二の分析にも問題がある。それは、
学外言論の正当化根拠を大学の都合と打算に見出
し、賢明な組織的政策に依存させることである135。
このため、第三の分析が必要になる。



北大法政ジャーナル No.25　2018

76

（3）第三の分析

　第三に、大学管理者の視点ではなく教員団の視
点を強調する136。
　教員団が知識の増進や教育を行うには、その職
務に創造的かつ活発に関わる必要がある。教員団
が高等教育の使命に最善の貢献をするには、信頼
と自律の風潮が欠かせない。しかし教員団が所属
機関を抑圧的な環境とみなせば、彼らは自己検閲
や自制という研究や教育への悪影響を被る。
　この場合、学問の自由と認められる言論等と認
められず罰されるものが不明確であれば、上記の
悪影響は更に高まる。そしてChomskyの例から明
らかなように、学者の専門的知識と学外言論との
境界は不明確なものである。学外言論の抑圧は、
研究や教育の自由をも抑圧する環境を生み出す。
学外言論が抑圧されないことは、研究の自由や教
育の自由の保護を増すこととなる。
　ここにおいて学外言論の自由は、「研究の自
由と教育の自由の予防的保護」として概念化さ
れる。いわば学外表現の自由は、実践上の関心
（practical concern）により正当化される137。

　Postは以上のような論理で学外言論を学問の自
由として正当化する。彼はCommittee Aの各事
例（case law）を検討した上で138、次のように言
う。「学外言論は、第一に教員団の裁決に留保さ
れている専門家としての適性、そして専門家の適
性判断に関係していない限り、罰することはでき
ない」139。

第３節 評価

　ここでPostの議論を一度検討しておこう。彼の
議論の最大の特徴は、第一の分析にある。すなわ
ち、大学教員の言論が学問の自由の行使であるか
否かを、その教員の専門に照らして一概に決定で
きない、という点である。
　ある教員の学問の自由の行使を、当該教員の専
門分野であるか否かを持って判断すべきではな
い、という指摘は十分傾聴に値する。その上、彼
が例に出すChomskyのように専門分野の垣根を超

えて活動する学者が存在することは、彼の議論と
指摘に一定の説得力を付与する。
　また彼自身、学外言論は実践上の関心により正
当化される、と述べている。第二の分析と第三の
分析は実際の大学と大学教員の立場を踏まえたも
のである。それに加えて、大学側に圧力が生じる
リスクは、学問の自由の場合も学外言論の場合も
変わらない、学外言論の規制は研究・教育の自由
を抑圧するという認識も彼の議論の説得力を上げ
ている。
　以上を踏まえれば、アメリカ特有の文脈から生
じた点140を差し引いても、Postの議論を我が国で
同様に主張することは不可能ではない。Postの議
論は、なぜ学外言論を憲法21条ではなく23条で保
護するのか、という問いへの応答になり得るだろ
う。
　しかし仮にPostの議論を我が国においても適用
する場合、次の点が問題となる。すなわち彼の議
論がまさしく実践上の関心により正当化されてい
ることである。かつてVan Alstyneが批判したの
は、まさしく実際的な理由でもって学外言論を学
問の自由として正当化し、学問の自由を限度を超
えて拡大させて、多くの問題を生んだことであ
る141。
　Postの議論はまさしくVan Alstyneが懸念した
類のものである。よって、Postの議論を批判的
に、そして理論的に検討する必要があるだろう。
それを行ったのが次章で取り上げるEric Barendt
であった。

第４章　Eric Barendtの議論

　この章では、英国の研究者Eric Barendt142の議
論を取り上げる。彼は、学外言論を学問の自由
とみなすべきかという問いを立て、PostとVan 
Alstyneの議論を比較検討した上で、次の結論を
出した。「結局その権利に学問の自由を拡張する
主張は説得力がな」く、大学教員が公的関心事に
ついて、ブログや新聞、政治集会で発言する権利
は、「全ての市民が享受する言論の自由の適用を
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受けている」とみなすのが妥当である143。
　本章では、Barendtの議論に沿ってPostの議論
の問題点を明らかにする。まずBarendtの立場や
議論の背景を確認し（第1節）、その上で具体的議
論に入る（第2節・第3節）。

第１節　議論の前提

　本節では具体的な議論に入る前に、まず英国の
学問の自由（第1款）とBarendt自身の問題関心
（第2款）について確認する。

第１款　英国の学問の自由　

　ドイツやアメリカと比べ、英国では「学問の自
由」はあまり議論されてこなかった144。学問の自
由の問題は存在していたものの、近年まで学問の
自由が完全に慣習と実務の問題であったのもまた
事実である145。そのため一部の制定法や判例で言
及されていても、学問の自由の明確な意味内容を
示す法的伝統や法学は存在しない146。
　そのような中、学問の自由に言及する数少
ない制定法こそが、1988年教育改革法（The 
Education Reform Act: ERA）である。同法202条
（2）（a）は次のように言う。

「academic staffが法の範囲内で、既存の知識を
疑い吟味し、新たな思想や論争の多いあるいは
一般に受け入れられない意見の提唱をする自由
を、彼らの職あるいは彼らの大学で有している
かもしれない特権を失う危険に置くことなく、
有する」147。

　
　Barendtはこの自由を、個々の大学教員のため
の自由であり、学問の自由の中核と伝統的に理解
されてきたもの、と理解する148。しかしこの条項
には二つの注意点が存在する。
　第一に、「法の範囲内」という部分。英国では
「法の範囲内」において学問の自由が行使されな
くてはならない。例えば、ヘイトスピーチやハラ
スメント、名誉毀損、機密保持違反や個人情報乱
用等のような権利の侵害は許されない149。たとえ

研究や教育の際でも、大学教員は一般法から免責
されていない150。第二に、ここではacademic staff 
のみが享有主体とされている151。
　それ以外にも、この自由はあくまでも消極的権
利にとどまるものであることには注意を要する。
この規定は適切な設備、資金援助、その他研究へ
の支援を請求する何等の積極的な権利も与えてい
ないのである152。

第2款　Barendtの問題関心

　Barendtは「正確かつ緻密な比較法分析」に定
評のある学者である153。その彼は学外言論を「最
も複雑な領域」154とみなし、特別の検討に付してい
る。その理由は、英米では、学外言論が学問の自
由の保護範囲にあるとすれば、学者たちに他の市
民が享受しない広範囲の言論の自由の権利を与え
ているように見え、重要な問題なためである155。
　しかし次の二点も重要である。第一に、彼にと
って学外言論の問題は、学問の自由の射程に関わ
るものであったこと156。第二に、彼がそもそも言
論の自由と学問の自由の関係性に関心を持ち、学
問の自由研究に着手したこと、である157。それで
は、彼は両者の関係をどう捉えているのか。次の
一節が明確にそれを示す。

「言論の自由（あるいは表現の自由）と学問
の自由の間にははっきりと密接な繋がりが
ある……にも拘わらず、学問の自由を、大学
教授のための制約されない言論の自由に等し
いとする議論は、根本的に誤りである。学者
（academics）はその他の市民と同じ言論の自
由を享受するという主張は、正しいが役に立た
ない。それは固有の権利又は自由としての学問
の自由の主張にとって何ら意味をなさない」158。

　それでは彼は学問の自由をどう捉えているの
か。彼は学問の自由の定義、内容、範囲は不明確
さや曖昧さを持つと断りつつ159、「学問の自由は、
大学教授やその他のacademic staffが有する特権
（privileges）であり、公的・私的な雇用に拘わら
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ずふつう他の従業員にはない」もの160と定義する。
　しかしこれは、学者たちにその身分を理由に与
えられた法的特権や免責ではない。彼らの特定
の活動に高い価値が存在するため、大学当局の命
令から自由に教育内容や方法を決める特別の自由
（special freedom）が与えられているのである161。
大学教員は真理の発見や知識の進歩、それらの学
生への伝達に貢献する者であり、彼らは専門家と
しての基準や責任に従いその役割を果すのであ
る162。

　そして彼は学問の自由を三つの類型に分類す
る。第一に、個々の教授や講師（ひょっとすると
学生）により形成される学者の学問の自由。第二
に、大学とその他学術団体の大学の自治あるいは
学問の自由。そして第三に、前者の効果的な保護
の保障と認められ、その一側面として扱われるか
もしれない個々の学者の大学の管理（university 
government）への関与権である163。
　当然学問の自由のあらゆる種類の主張を、平等
に支える正当化根拠を見出すのは困難である164。
Barendtは、「研究と教育の中核的機能を守る専
門家としての自由」165を学問の自由の中核に置く。
大学の自由や関与権は個々人の学問の自由を支え
るという観点で正当化される166。
　次に何をもって学問の自由と言論の自由とを分
けるのかが問題となる。Barendtは次のように言
う。すなわち、教室、会議、出版物等での学者の
言論（academic speech）は品質管理の対象とな
るが、公的討議には同様の制約はない。故に、言
論の自由の相対主義は大学教員の言論には適用さ
れない。その具体例が、論文・授業の評価、テニ
ュアや昇進の審査をする際のpeer reviewである。
これは学問の自由の行使が適切な専門家としての
基準を満たすことを保証する167。

　以上がBarendtが学外言論に関心を抱いた理
由、そして彼が学問の自由と言論の自由を区別す
る理由である。ところで彼によれば、学外言論の
問題は英国でも頻繁に生じていたという。例え

ば、1920年代にギリシャ軍の虐殺行為を非難する
新聞記事を書いたArnold Toynbeeの事例、及び
1930年代に英国で革命の可能性があることを示唆
したHarold Laskiの事例168である。これが現代の
英国でも問題になり得る、と彼は認識したのであ
った169。

第２節　Postへの評価

　本節からBarendtの議論に入る。Barendtの学
外言論の定義は、Postのそれを踏襲している。当
然、なぜ学者たちが研究にほとんど又は全く関係
がない問題について自由に発言する学問の自由を
有するのか、が問題となる170。BarendtはPostの議
論を検討していく。

（1）第一の分析について　
　第一の分析を、Barendtは「線引の困難さの議
論」171と称する。これをBarendtは以下のような問
いかけによって説明する。
　例えば、歴史学者が新聞に書評を書き、一般の
ラジオやテレビへ出演するとき、彼の学問の自由
の行使に明確な一線を引くのは難しい。あるいは
専門知識の外側での発言はどうだろうか。ナポレ
オンによる英国の独立の危機とEUの加盟による主
権の侵害を比較することは、歴史学者の権限を超
えているか。
　更に、当初の専門から離れた問題について専門
性を高めた学者もいる。生物学者Richard Dawkins
や言語学者Noam Chomskyである。そういった領
域での彼らの著作は、当初の専門家としての適性
でないとしても、間違いなく彼らの学者としての
能力を活用している。
　しかしBarendtは「線引の困難さの議論は貧弱
なものである」と断言する172。なぜなら、学者
（scholar）あるいは科学者が、完全に彼あるいは
彼女の適性領域（field of competence）の外で執
筆又は発言していることが容易に分かる多くの事
例が、存在するためである。
　例えば、物理学者又はエンジニアがホロコース
トを否定する場合、あるいはある歴史学者又は文
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学者が進化論に異を唱える場合、明らかに適性領
域の外側で発言がなされており、線引の困難さを
理由にはできない。
　更にChomskyを例にすることも問題がある。ア
メリカの外交政策に関する彼の著作は真剣に研究
されているため、彼の研究と公刊の自由の範囲内
にある。そのため、それらが別個の学外言論の自
由の下にあるとみなすことは不適切である173。

（2）第二の分析について

　第二の分析とは、大学教員が、政治・社会問題
について学外言論を行う際、大学は介入しないほ
うが良いという主張である。さもなければ、学生
や卒業生が大学教員の言論を嫌った際、大学には
絶えず介入することを求める圧力がかかることと
なるし、大学が圧力に屈すれば教員の研究や公刊
物を規制する圧力に更に弱くなる。
　Post自身が既に認めている問題の他に、Barendt
は次の二点を指摘する。第一に、大学が規制して
も良いと考えている場合、なぜ大学が学外言論を
規制すべきでないか説明していない。第二に、な
ぜ学者が学外言論に関わる権利又は自由を確立す
るか説明していない174。

（3）第三の分析について

　大学当局の介入とその脅威は、大学教員が自由
に教育と研究を行うのを困難にする不信感を生
む。そのため学外言論は研究の自由や教育の自由
の予防的保護となる。これが第三の分析である。
　Barendtはこの第三の分析を最も強力な議論と
評価している。しかし第三の分析には第一の分析
と同様の問題が存在する。すなわちこの議論は、
「大学は研究・教育の自由への規制と学外言論の
規制とを区別することは出来ない」という前提に
基いている。しかしこの前提が疑わしい175。
　更に、Postの議論に従うと、「教授たちは市民
として自由に公的関心のある問題について発言す
る権利を享受しない」ばかりか、学問の自由をそ
れらの権利へ拡張しなければ「彼らは自由に発言
する何らの法的な自由を持たない」ことになって

しまう176。
　
第３節　Barendtの見解

　以上が、BarendtのPostへの批判である。し
かし上記のみがPostを批判した理由ではない。
Barendtにとって、学外言論を学問の自由の一部
とみなすことは、「学者たちへ公的関心事につい
て自らの見解を伝える特権的な地位（a privileged 
position）を与える」ことを意味した。それゆえ学
者たちは、他の市民と同等の言論の自由を享受す
べきなのであった177。以下、この点を敷衍しよう。
　彼の中で学問の自由の中核とは、研究と教育の
中核的機能を守る専門家としての自由であった。
それゆえ言論の自由等の市民的自由とは区別され
る。他の労働者とは異なり、教授たちはどのよう
に職務をなすかを自由に決定できる。大学教員が
自らの役割を研究・教育において果すため、それ
は許される178。
　しかし、公的関心のある問題について専門外で
も発言する自由を持ち、それは一般人より大きな
自由である、という主張は当然エリート主義的で
ある179。このような問題意識から議論を展開した
のがVan Alstyneである。Van Alstyneは次の二点
を理由に、言論の自由と学問の自由の合成（the 
conflation）を批判した。
　第一に、真の学問の自由の主張が一般に承認さ
れなくなること。第二に、学外言論に、学問の
自由と同等の基準（専門家としての基準やpeer 
review）が課され、言論の自由の影響力を減らし
てしまうこと、である。
　この帰結として、自然科学者は他の市民と同様
に、ブログや新聞等でホロコースト否定をするこ
とはできなくなる。なぜならそれは歴史学の基準
に照らして許されず、学問の自由の不正使用に当
たるためである。ここから明らかなように、学問
の自由と言論の自由の同化は、大学教員の言論の
自由の権利の射程の減少を導くのである。
　以上を踏まえ、Barendtは学者は他の市民と同
様の言論の自由を享受する、しかし学問の自由が
彼らに広範な言論の自由を与えるのは誤りであ
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る、という結論を下す180。
　最後に、BarendtはPostの見解について次の二
点を指摘する。第一に、PostがVan Alstyneの議
論に説得力を見出さなかったのは、アメリカでは
私立大学教員の言論の自由が十分保護されないと
いう事情のため、と思われることである。
　第二に、Postの議論の危険性である。すなわ
ち、彼自身に学問の自由が大学教員に他者よりも
広範な憲法上の言論の自由権を与える、と主張す
る意図はない。しかしそうした主張をするために
Postの議論は活用されうる、ということである181。

終章　

　ここまで、学外言論に関する一連の議論を確認
した。ここでは、各論者たちの議論の補足をした
後（第1節）、一連の議論から我が国への示唆を得
（第2節）、そして今後の課題（第3節）を述べる。

第１節　三者の議論について

　これまでの議論で明らかなように、学外言論を
巡っては、Post（及びAAUP）とVan Alstyne・
Barendt間での対立が存在する。理論的な面での
検討は次節に回すとして、彼らの見解についても
う少し補足をしよう。
　Postは大学教員、特に私立大学教員の言論が十
分保護されないことを問題視していた。彼の議論
は、大学教員の言論と学問の自由を守ることを目
的としている。その際、専門と関係しているか否
かは問題とならない。
　Van Alstyneの懸念はまさにそこにあった。学
問の自由がインフレを起こしていき、教員の一般
市民としての活動すら含まれるようになる。それ
が却って弊害を生む、というのが彼の認識であっ
た。その行き着く先は、Barendtも指摘するよう
に、一般市民が持ちえない広範な言論の自由が学
者に与えられる事態であった。
　大学教員の言論を守ることを意図するPostに対
して、Van AlstyneとBarendtは学問の自由のイン
フレと、その果ての正当化不可能な特権化を憂慮

するのである。

第２節　我が国への示唆

（1）参照する上での課題

　第3章で一度Postの見解については検討した。一
連の議論を踏まえ、改めて我が国への示唆につい
て考えたい。
　第4章で見たように、Postの見解にはBarendtの
指摘した問題点がある。我が国でPostの見解を援
用する場合、まずこれらに応える必要がある。第
一の分析（線引の困難さ）への批判を始めいずれ
も的確な反論と評価できるが、次の二点は特に指
摘しておくべきだろう。
　第一に、Postは実践上の関心から学外言論を正
当化していた。これ自体は説得力があると筆者は
認識している。しかしBarendtが暗示しているよ
うに、なぜ学外言論が学問の自由として正当化さ
れるかを、Postは実践上の関心以外では説明して
いない、という問題がある。
　第二に、Postの議論に従えば、本来大学教員は
言論の自由を持たず、市民として自由に発言でき
ないため、学外言論を学問の自由とみなす必要が
ある、という議論になってしまう。これを我が国
に置き換えた場合、大学教員は一般市民として発
言する際、憲法21条を行使できず憲法23条を援用
せざるを得ない、ということになってしまう。

（2）学問の自由と民主主義の問題

　上記の点は非常に重要である。しかし筆者の見
るところ、もう一つ我が国にとって重要な点があ
る。それは学問の自由の過度の一般化は、学問の
自由それ自体の正当化を危うくする、というVan 
AlstyneとBarendtの指摘である。以下、この点を
敷衍しよう。
　まず重要なのが、アメリカでは民主主義や市民
的自由を尊重する立場から、学問の自由に対する
疑問や反感が生じていたことである182。学問の自
由は民主主義や市民的自由との関係で自らを正当
化しなければならない、というある種の緊張関係
がここにはある。
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　それでは彼らは、学問の自由をどう正当化した
か。この点Van Alstyneは、学問の自由は専門家
としての基準に従って行使されるものであり、大
学教員は条件付きの特権の中にいると評する。同
様にBarendtも学問の自由を特権とみなす。彼ら
は、学問の自由は大学教員の役割故に許されたも
のであると主張する。それは決して身分に基づく
特権ではない183。
　しかし限度を超えて学問の自由を拡大すればど
うなるか。結局学問の自由は身分的特権と成り果
てる。そして真正の学問の自由の問題すら一般の
人々に無視される事態となり、学問の自由それ自
体の正当化も危うくなる。彼らの懸念はこのよう
なものと思われる。
　ここでは学外言論という一見些末な問題が、学
問の自由の正当化、そして学問の自由と民主主義
の関係という問題に繋がっている。そしておそら
くこの問題は、我が国にとっても決して無縁なも
のではない。
　
　現在我が国では、学問の自由と民主主義は決し
て矛盾するものではなく、むしろ民主主義に貢献
するもの、と一般に考えられている184。しかし、
学問の自由と民主主義を敵対させる議論は、実は
我が国にも見受けられた。ここではその一例を挙
げよう。
　かつて高柳信一は、学問の自由は市民的自由と
同質的であること、両者に矛盾対立がないことを
主張した。彼がこのような主張をした背景には、
「俗流化せしめられた民主主義の理論」、いわば
俗流民主主義論とでも言うべきものがあった。こ
の俗流民主主義論は、学問の自由・大学の自由
と、人民の自由・民主主義を対立させ、前者を人
民の自由・民主主義に籍口して制約しようとする
ものである185。当然高柳の立場からすれば、学問
の自由と民主主義を対立させるような議論は誤り
であった。
　ここで最も重要なのは、高柳が学問の自由と民
主主義の関係に着目をしていたこと、である。彼
が学問の自由と市民的自由の関係を問うたのも、

市民の誤解・懐疑・反感等として表現される学問
の自由への原理的問題性を理論的検討の対象と
し、学問の自由を市民的自由の基盤の上に位置づ
けるためであった186。
　以上を踏まえれば我が国の議論においても、学
問の自由と民主主義の関係、その正当化は重要な
要素である、とみなすのは決して不当ではないだ
ろう。とりわけ学外言論の議論において、これら
が見過ごせない問題であることは既に見た通りで
ある。
　　
第３節　今後の課題

　Barendtは学外言論について検討を行った後、
ある興味深い指摘をしている。すなわち、大学教
員は自らの専門範囲の完全な外では、自由に発言
することができる。自然科学者は自由にホロコー
スト否定をできるだろう。しかしそれとは逆に、
歴史学者はテレビのインタビューでホロコースト
否定をできないかもしれない、と。つまり、こう
いうことである。

「一定の文脈で学問の自由は、一般の言論の自
由よりも少ない自由を与えている……しかしこ
の相違は、ひとたび学問の自由と言論の自由と
の間に実質的な区別（real difference）があると
理解されて、意味を持つ。前者の行使は、専門
的な学者の基準に従って制限されるかもしれな
い」187

　Van AlstyneとBarendtは、学問の自由は専門家
としての基準の下で行使される点で言論の自由と
は異なる、という立場である。それゆえ、言論の
自由と学問の自由に違いがある、と述べることは
不思議ではない。上記の見解自体興味深い指摘で
はあるが、更に注目すべき点がある。
　連邦最高裁はKeyishian判決において、学問の自
由は修正一条の特別の関心であり、教室は思想の
自由市場である、と述べた188。本稿で扱った三者
はこの判決をどう捉えたか。
　まずVan Alstyneは、合衆国最高裁が学問の自
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由を修正一条の下で明確かつ別個の権利とみなし
ていない例と解する189。Barendtは「大学教育と教
室での議論を自由な政治的議論を特徴づける『思
想の自由市場』と同一視するのはナンセンスであ
る」とまで評している190。
　興味深いのは、Postも最高裁が「思想の自由市
場を保護するため学問の自由を保護しようとし
た」のを批判していることである191。無論それは
他二者とは異なる論理の帰結である。以下、簡単
に敷衍しよう。
　Postは、修正一条には2つの憲法的価値が存在
すると言う。一つは、全ての人が自らの意見を
伝達することができるという平等主義の前提に立
つ「民主的正統化（democratic legitimation）」
の憲法的価値。もう一つは、専門的知識を生み出
す学術的実践を支えることができる「民主的適性
（democratic competence）」の憲法的価値であ
る192。
　そもそも我々が専門的知識に頼るのは、それが
信頼すべき人々により調査され判断されているた
めである。そして専門的知識を定めるには、専門
家の判断への絶え間ない規律が必要である。しか
し、これは修正一条が課す内容・見解中立性の要
件とは相容れない193。信頼できる学術的知識の創
出は、民主的正統化にコントロールされていない
団体（institutions）に委託させる必要がある194。
　すなわち民主的正統化は、あらゆる人々の言論
が平等・寛容に扱われることを要求する。逆に、
民主的適性は言論が良い思想と悪い思想を区別す
る学術的根拠の支配下にあることを要求する。民
主的適性は民主的正統化に要求されている、しか
し本来民主的正統化とは相容れないものである195。
　それは何故か。まず民主的正統化を保障するの
は、思想の自由市場を典型に、公共空間での世論
形成を促し、民主国家の開かれたプロセスを確保
する言論の自由である196。
　一方、世論に依存する民主政の中で専門的知識
は憲法的な価値を有している197。そして学問の自
由は大学内での学術的知識の産出を保護する。学
問の自由は専門家としての規範を満たしていると

きのみ、学者の言論を保護する。学者の適性は専
門的な基準で決まり、世論では決まらない198。
　故に、学問の自由を思想の自由市場を守るもの
とみなすのは間違いであり、「学問の自由の憲法
上の保護は民主的適性の価値の観点で最も良く正
当化される」199。民主的適性の論理は、教員団の
（研究と公表の）学問の自由が修正一条の適用
（coverage）を発動すべきことを示す200。このよ
うにしてPostは学問の自由と言論の自由を区別し
た。そこには両者が民主主義に貢献する役割は異
なる、という発想が存在する。　
　学問の自由と言論の自由には異なる役割が存在
し、民主主義に異なる形で貢献するという主張
は、魅力的であり検討すべき問題である。しかし
本稿ではもはやこの点を検討することはできな
い。本稿で扱ったVan Alstyne、Post、Barendtの
三者が、学問の自由と言論の自由の差異、そして
民主主義の下での役割についてどう論じたかは、
他日の検討としたい。

1 事案の詳細及び教員の発言内容は判例時報1982
号152頁参照。なお最高裁は教員の発言を学問の
自由の行使とはみなしていない。

2 読売新聞2015年7月29日朝刊34頁、同2015年11月
27日朝刊34頁（いずれも西日本版）。当該教員は
Web上で自身の発言は政治活動ではなく、停職
処分は「学問……の自由に対する政治的弾圧」
と主張している（http://chokai.strikingly.com 
2018年5月10日閲覧）。

3 以下念頭に置かれるのは、大学教員の学問の自
由である。

4 戸波江二「学問の自由と大学の自治」高橋和
之・大石眞編『憲法の争点［第3版］』（有斐閣, 
1999年）124-125頁。

5 伊藤正巳『憲法 第三版』（弘文堂, 1995年）284
頁。

6 学生の集会という文脈ではあるが、最高裁も東
大ポポロ事件において（最大判昭和38・5・22刑
集17巻4号370頁）、真に学問的な研究やその発表
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と、実社会の政治的社会的活動を区別している。
7 高柳信一『学問の自由』（岩波書店, 1983年）120-

121頁。
8 松田浩「学問の自由」杉原泰雄編『新版体系憲

法事典』（青林書院, 2008年）545頁。
9 Matthew Finkin & Robert C. Post, For 

the Common Good : Principles of American 
Academic Freedom (Yale University Press, New 
Haven&London, 2009), at 127 [hereinafter FCG]. 
ところでFCG では「教員団の構成員の、所属
機関の行為、政策、人員等に関する言論」であ
る「学内言論（intramural speech）」について
も論じられているが、本稿では扱わない。See 
Matthew Finkin, Intramural Speech, Academic 
Freedom, and the First Amendment, 66 TEX. 
L. REV. 1323 (1988).

10 ERIC BARENDT, ACADEMIC FREEDOM 
AND THE LAW: A COMPARATIVE STUDY, 
161 (Hart Publishing, 2010) [hereinafter 
AFL]. See Walter P. Metzger, Profession and 
Constitution: Two Definitions of Academic 
Freedom in America , 66 TEX. L. REV. 1265 
(1988). 松田浩「合衆国における『二つの学問
の自由』について」一橋論叢120巻第1号（1998
年）84-100頁、同「合衆国における『二つの学
問の自由』・再訪―Urofsky判決とその後」現
代法学17号（2009年）35-62頁参照。

11 FCG, at 140 ff.
12 Eric Barent, Freedom of Speech (Oxford, 

Oxford University Press, 2007). 邦訳としてエリ
ック・バレント（著）比較言論法研究会（訳）
『言論の自由』（雄松堂出版，2010年）。

13 See AFL, at Ch9.
14 以下の詳細についてはRichard Hofstadter 

&Walter P. Metzger, The Development of 
Academic Freedom in the United States 
(Columbia University Press, 1955)、邦訳として
R. ホフスタッター（著）井門富二夫・藤田文
子（訳）『学問の自由の歴史 Ⅰ カレッジの時
代』、W. P. メツガー（著） 新川健三郎・岩野

一郎（訳）『学問の自由の歴史 Ⅱ ユニバーシテ
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木英明『大学の法的地位と自治機構に関する研
究』（多賀出版, 1998年）第Ⅱ部、高柳・前掲注
（7）28頁以下・82頁以下の参照を乞う。

15 高木・前掲注（14）160頁以下。
16 AFL, at 165-166. 
17 高柳・前掲注（7）32頁以下参照。
18 高木・前掲注（14）143-144頁。
19 高木・前掲注（14）170-171頁。
20 高木・前掲注（14）177-178頁。
21 高柳・前掲注（7）88頁以下。
22 高木・前掲注（14）161頁。
23 高柳・前掲注（7）63-64頁参照。
24 高木・前掲注（14）181頁以下参照。
25 AAUP, Policy Documents and Reports, at 291 

ff. (9th ed. 2001) [hereinafter AAUP Documents].
26 Report of Committee A for 1944 , in AAUP 

Bulletin, Spring 1945, at 11.
27 AAUP Documents , at 295.
28 Id . at 292.
29 AAUP Documents , at 299-300.
30 FCG, at 128; AFL, at 167. Postによれば、声明の

この記述は初期のCommittee Aの調査を反映し
ている、という（FCG, at 128-130）。

31 See AAUP Documents , at 292.
32 See id . at 296-299.
33 See id . at 300.
34 See AAUP Documents , at 3 ff.
35 William Van Alstyne, Academic Freedom and 

the First Amendment in the Supreme Court 
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るCommittee A原則（Committee A Statement 
on Extramural Utterances）」（Id. at 32）が元
となっている。

38 FCG, at 131.
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52 Id . at 404.
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54 Ibid .
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Africa, 10-12(Witwatersrand University Press, 
1957).
　Frankfurter判事同意意見は、後の最高裁判決
で頻繁に引用され、大学を含む学術団体の自律
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(1967). 詳細について、小谷順子「州立大学教員
の忠誠心調査と修正一条」大沢秀介・大林啓吾
編『アメリカ憲法と公教育』（成文堂, 2017年）
272頁以下を参照。
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NAACP v. Button , 371 U.S. 415 (1963); Gibson 
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v. Updegraff , 344 U.S. 183 (1952); Shelton v. 
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学部長（dean）であった。
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109 h t tps : //www.aaup . o rg/JAF3/repor t -

termination-ward-churchill#.WkK2KFW6_IU  
2018. 5.10 accessed. 後にChurchillは復職を求め
出訴したが、州最高裁はChurchillの主張を認め
なかった: Churchull v. University of Colorado 
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